
○ 対象となる学校種は、国公私立の高等学校、中等教育学校（後期課程）、特別支援学校（高等
部）、高等専門学校（１～３年生）、専修学校・各種学校等（高等学校に類する課程として文部科学
大臣が指定するもの）。

○ 公立の高等学校（中等教育学校（後期課程）、特別支援学校（高等部）を含む。）については授業
料を不徴収とし、地方公共団体に対して授業料収入相当額を国費により負担。

○ 私立学校の生徒については、高等学校等就学支援金として授業料について一定額(118,800円)
を助成（学校設置者が代理受領）することにより、教育費負担の軽減を図る。

○ 私立学校に通う低所得世帯の生徒については、所得に応じて、助成金額１．５～２倍した額を上
限として助成する。

年収２５０万円未満程度 ２３７,６００円（２ 倍）

年収２５０～３５０万円未満程度 １７８,２００円（１.５倍）

公立高校の授業料無償化及び高等学校等就学支援金の創設

平成22年度予定額 3,933億円(新規)

家庭の状況にかかわらず、全ての意志ある高校生等が安心して勉学に
打ち込める社会をつくるため、公立高校の授業料を無償化するとともに高
等学校等就学支援金を創設して、家庭の教育費負担を軽減する。
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入学一時金減免補助

私立高校の無償化（施策パッケージ）
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（生活保護・家計急変）
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生活保護による
高等学校等就学費

【対象費目】交通費、学習支援費等

○就学支援金として、私立高校等に在籍する全ての生徒に約１２万円を支給。

○年収250万円未満の世帯には２倍額（約２４万円）、年収250～350万円未満の世帯には1.5倍額（約１８万円）を支給。

○入学一時金の減免補助を「高校生修学支援基金」の対象事業に追加する方向。

○今回、年収500万円未満の世帯について「就学支援金」として国で約５１０億円を措置。現在都道府県が独自に
行っている授業料減免（約２９０億円）を上乗せ措置すると、合計約８００億円の支援。

(「高校生修学支援基金」の対象事業とするよう検討)

（国による財源措置）

国庫補助 ３億円
（家計急変の所要額２分の１補助）

地方交付税措置 （調整中）

高校生修学支援基金 ４８６億円
（都道府県に基金を設置（３カ年））

＜都道府県による支援＞

従前の都道府県の授業料減免の財源
（平成20年度実績約290億円）の転用

【対象費目】学用品費、教科外活動費、施設設備費等

約１６９億円 約１４９億円 約１９６億円 約９７２億円

私立高校等分
就学支援金合計
約１４８６億円



公立高校 私立高校

２５０万円

〔所得税率５％〕

３５０万円

〔所得税率５％〕

６００万円

〔所得税率１０％〕

８００万円

〔所得税率２０％〕

１，２００万円

〔所得税率２３％〕

１，８００万円

〔所得税率３３％〕

２，５００万円

〔所得税率４０％〕

＋153,700

＋81,800

＋56,800

＋49,300

収入額
〔所得税率〕

＋94,300

高校無償化と特定扶養控除見直しの影響試算例
（平成２４年以降における試算）

＋94,300

見直しに伴う便益の影響額

＋213,100

　16歳～18歳の特定扶養控除額を、所得税について63万円から38万円、住民
税について45万円から33万円に引き下げた場合。

＋56,800

＋49,300

＋24,300

＋6,800＋6,800

＋24,300

＋81,800

○収入額は、 所得者がサラリーマン、配偶者が専業主婦で、子ども１人（高校
生）の家庭を想定した目安である。

○数字については、更に精査中。

※部分については、更に入学料減免等に向けて制度改正を検討中。

※

※
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